
  　　　   　　　　　　　高野山大学学則(案)
                                                  昭和24年4月１日制定・施行

                                                     令和3年4月1日最終改正

　　　　　　　　　　第１章　総    則 

第１条　高野山大学（以下「本学」という。）は、教育基本法（昭和22年法律第25号） 　

　及び学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づき、広く教養を培い、密教、仏教、人

　文及び社会に亘る専門の学芸を総合的且つ有機的に教授研究するとともに、弘法大師

　の綜芸種智の教育理念に則り、人格を陶冶し、学問・文化の伝承と発展に寄与し社会 　

　に貢献する人材を育成することを目的とする。

第２条　本学は、その教育研究水準の向上を図り、第１条の目的及び社会的使命を達成

　するため、大学評価委員会を設け、その教育研究活動等の状況について自ら点検及び

　評価を行うこととする。

第３条　本学に、次の学部及び学科を置く。

　　　文学部　　密教学科

　　　　　　　　教育学科

第４条　文学部の定員を、次のとおりとする。

　　(1) 入学定員　　80名

　　　　密教学科　              　30名

　　　　教育学科　　　　　　　　　50名

　　(2) 収容定員　  320名

　　　　密教学科　               120名

　　　　教育学科　　　　　　　　 200名

第５条　学部の修業年限は４年とし、在籍期間は休学期間を含め８年を超えることはで

　きない。

２　前項の８年の在籍期間を超えた者は除籍する。

第６条　本学に、大学院を置く。

２　大学院の学則は、別に定める。

第７条　本学に、別科を置く。

２　別科に関する規程は、別に定める。
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　　　　　　　　　　第２章　職員組織

第８条　本学に次の職員を置く。

　　学長

　　副学長

　　図書館長

　　密教文化研究所長

　　教育職員

　　　教授

　　　准教授

　　　講師

　　　助教

　　　助手

　　事務職員

　　その他必要な職員

２　職員の職制に関する規程は、別に定める。

　　　　　　　　　　第３章　教授会

第９条　本学に本学の運営に関する重要事項を審議するため教授会を置く。

２　教授会は、学部・学科ごとに置くことができる。

３　教授会に関する規則は、別に定める。

第10条　削除

第11条　削除

第12条　削除

第13条　削除

　　　　　　　　　　第４章　教育課程

第14条　学部の授業科目は、必修科目、選択科目及び自由科目とする。

２　学生は卒業までに、別に定める所定の単位を履修しなければならない。

３　学部の授業科目の名称、各授業科目の単位数及び履修方法は別に定める。

第15条　本学に教育職員免許状の課程を置く。

２  教育職員免許状の種類・教科、その他必要な事項は、別に定める。

第15条の２　文学部教育学科に保育士養成課程を置く。

２ 保育士資格の取得に必要な授業科目、単位数及びその他必要な事項は、別に定める。
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第16条　授業は、講義、演習、実習又は実技のいずれかにより行う。

第17条　１授業科目を履修した学生には、試験の上所定の単位を与える。各授業科目に

　対する単位数は、次の基準によって計算する。

　　(1) 講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲の時間の授業をもって

　　　１単位とする。

　　(2) 実習、実技及び外国語については、30時間から45時間までの範囲の時間の授業

　　　　をもって１単位とする。

２　学生は、別に定める他の大学において、当該大学の授業科目を履修することができ

　る。

３　前項の規定により履修した授業科目について単位を修得した者には、教授会の議に

　基づき、30単位を超えない範囲で単位を与える。

４　前項の規定は、第23条の規定による留学の場合に準用する。

５　本学に入学する前に大学において単位を修得した者には、教授会の議に基づき、本

　条第３項の単位をあわせて60単位を超えない範囲で単位を与える。

　　　　　　　　　　第５章　学年・学期及び休業日

第18条　学年は４月１日に始まり翌年３月31日に終る。

第19条　学年は次の２学期に区分する。

　　(1) 前期　４月１日より９月20日まで

　　(2) 後期　９月21日より３月31日まで

第20条　休業日は、次のとおりである。

　　(1) 日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に定める休日、開

　　　　校記念日（５月１日）、釈尊降誕日（４月８日）、宗祖降誕日（６月15日）

　　(2) 春季休業日　３月16日より４月５日まで

　　(3) 夏季休業日　７月26日より９月15日まで

　　(4) 冬季休業日　12月24日より１月14日まで

２　学長は、教授会の議を経て前項各号の休業日を変更し、又は臨時に休業日を定める

　ことができる。

　　　　　　　　　　第６章　入学・編入学・留学・転学・休学及び退学

第21条　本学に入学することのできる者は、次の各号の１に該当する者とする。

　　(1) 高等学校を卒業した者

　　(2) 通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により

　　　　これに相当する学校教育を修了した者を含む。）

　　(3) 外国において学校教育における12年の課程を修了した者又は、これに準ずる者で

　　　　文部科学大臣の指定した者
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　　(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

　　　　教育施設の当該課程を修了した者 

　　(5) 文部科学大臣の指定した者

　　(6) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

　　　　（旧規定による大学入学資格検定に合格した者を含む）

　　(7) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上

　　　　の学力があると認めた者で、18歳に達した者

第21条の２　本学に編入学することのできる者は、別に定める。

第22条　本学の入学時期は、毎学年の始めとする。本学に入学を志願する者は、所定の

　手続を行わねばならない。入学志願及び入学についての手続に関する事項は、別に定

　める。

第23条　他の大学より本学に、本学より他の大学に留学又は転学しようとする者は、所

　定の手続を行わねばならない。留学又は転学に関する事項は、別に定める。

第24条　病気その他の事由により休学又は退学しようとする者は、保証人連署の上願い

　出なければならない。

２  休学又は退学は、教授会の議を経て、学長が決定する。ただし、休学の期間は１年

　を超えることができない。１年を超えた場合は除籍する。

３　前項により休学又は退学した者が保証人連署の上復学又は再入学を願い出たときは、

　教授会の議を経て、学長がこれを許可することができる。

　　　　　　　　　　第７章　学    費

第25条　本学に入学を許可された者は、別表３に掲げる学費を納めなければならない。

２　学費は年度始め及び後期始めの２期に分け、所定の金額をそれぞれの指定期日以内

　に納入しなければならない。ただし、別に定めるところにより、願い出て、許可を受

　けた者は分納することができる。

３　学費は、納入後、いかなる理由があっても、これを返還しない。

４　学費の未納者は、受験資格及び卒業を認められない。

５　学費の納入を怠り、指定の期日を過ぎても納入しない者は除籍する。学費未納のため

　除籍された者の在学の最終日付は、既に学費を納入した年度または学期の末日とする。

６　休学者の学費は、授業料の半額のみ免除する。

７　停学に附された者も学費を納入しなければならない。

８　転学又は退学する者は、その期までの学費を納入しなければならない。

９　休学者で復学を許可された者の学費は、本人の入学年度の学費と同額とする。また、

　退学者で再入学を許可された者の学費は、再入学する年度の新入学生の学費と同額と

　する。ただし、復学料及び再入学料は、別表４のとおりとする。

10　学業の優秀な者及びその他正当な理由があると認められた者に対しては、学費の全

　額もしくは一部を免除することがある。
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　　　　　　　　　　第８章　試験、卒業及び学士の学位

第26条　試験は、科目試験及び卒業論文試験の２種とする。

２　試験の評点は、100点を満点とし60点以上を合格とする。

３　試験及び試験の実施について必要な規程は、別に定める。

第27条　４年以上在学し所定の授業科目を履修し、所定の単位を修得した者に卒業とし、

　卒業証書・学位記を授与する。

第28条　本学卒業者には、学士の学位を授与する。

２　学位及びその授与について必要な事項は、高野山大学学位規程で定める。

　　　　　　　　　　第９章　聴講生、科目等履修生、外国人学生、委託生

第29条　学部において開設する授業科目の一部について聴講を希望する者があるときは、

　選考の上聴講生として聴講を許可することがある。

２　聴講生は学部の開設科目を選択履修するものとし、履修した科目につき試験を受け

　ることができる。試験に合格した科目については、履修証明書を授与する。

３　聴講生の聴講料は、別表５のとおりとする。

第29条の２　本学の学生以外の者で、学部において開設する一又は複数の授業科目につ

　いて単位の認定を希望する者には、選考の上、科目等履修生として受講を許可するこ

　とがある。

２　科目等履修生の資格については、本学学則第21条の規定を準用する。

３　科目等履修生の単位の認定については、本学学則第17条１項及び第26条の規定を準

　用する。

４　科目等履修生の受講料は、別表６のとおりとする。

５　その他科目等履修生として必要な事項は別に定める。

第30条　外国人で本学の学部に入学を希望する者は、選考の上、外国人学生として入学

　を許可することがある。

２　外国人学生に関し必要な事項は、別に定める。

第31条　他の機関より委託を受けた学生は選考の上、委託生として入学を許可すること

　がある。

２　委託生に関し必要な事項は、別に定める。

第32条　本章に規定するもののほか、本学則の各章の規定は、学部の外国人学生及び委

　託生に適用する。
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　　　　　　　　　　第10章　賞    罰

第33条　学業優秀、品行方正な者又は奇特な行為があった者は適当な方法によって表彰

　することがある。

第34条　本学の学生で本学の規則もしくは命令に背き又は学生の本分に反する行為があっ

　たときは、懲戒処分に附することができる。懲戒は訓戒、停学、退学の３種とする。

第35条　次の各号の１に該当する者は、退学処分に附する。

　　(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められた者

　　(2) 学業を怠り、成業の見込みがないと認められた者

　　(3) 正当な理由がなくて出席常でない者

　　(4) 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

第11章　公開講座

第36条　本学において公開講座を開設することがある。

第37条　公開講座の科目及び聴講料その他必要な事項は、その都度学長がこれを定め

　る。

第12章　附属施設

第38条　本学に附属図書館及び研究室を設け、職員、学生の研究に資する。図書館及

　び研究室に関する規程は、別に定める。

２　本学に附属施設以外の学外施設として、サテライト教室を設ける。サテライト教

　室に関する規程は、別に定める。

３　文学部教育学科の教育研究のため、河内長野キャンパスを設ける。河内長野キャ

　ンパスにおける教育学科の履修規程及びその他必要な規程は、別に定める。

　

第39条　本学に密教文化研究所を置く。密教文化研究所に関する規程は、別に定める。

第40条　本学に寄宿舎及び保健室を設ける。寄宿舎及び保健室に関する規程は、別に

　定める。

　　　　　　　　　　第13章　学則の準則

第41条　この学則に定めるもののほか、学則の運用について必要な規程は、別に定め

　る。

附　　則

この学則は、昭和24年４月１日から施行する。
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附　　則

この学則は、昭和27年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和28年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和29年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和31年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和43年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和45年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和47年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和48年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和49年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和50年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和51年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和52年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和53年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和54年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和55年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和56年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和57年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和58年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和59年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和60年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和61年４月１日から施行する。
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附　　則

この学則は、昭和62年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、昭和63年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成元年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成２年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成３年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成４年２月18日から施行する。

附　　則

この学則は、平成４年４月１日から施行する。ただし、第４条の規定にかかわらず、

平成４年度から平成11年度までの間の入学定員は、次のとおりとする。

密教学科　70名

仏教学科　70名

人文学科 100名（哲学専攻20名、国文学専攻40名、英米文学専攻20名、国史学専攻

20名）

社会学科　40名（社会学専攻20名、社会福祉学専攻20名）

附　　則

この学則は、平成５年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成６年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成７年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成８年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成８年９月１日から施行する。ただし、第25条第１項別表３に規定

する学費については、平成９年４月１日から適用する。

附　　則

１　この学則は、平成10年４月１日から施行する。

２　改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の平成10年度及び平成11年度の

　入学定員は、次のとおりとする。

密教学科　70名

仏教学科　70名

人文学科 100名

社会学科　40名

３　改正後の規定にかかわらず、平成10年３月31日に在学している学生はなお従前

　の例による。
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４　人文学科哲学専攻、国文学専攻、英米文学専攻及び国史学専攻並びに社会学科

　社会学専攻及び社会福祉学専攻は学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止

　する。

附　　則

この学則は、平成11年４月１日から施行する。

附　　則

１  この学則は、平成12年４月１日から施行する。

２　改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の平成12年度から平成16年度ま

　での入学定員は、次の表のとおりとする。

　　　入学年度平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

学科

密教学科 69名 68名 67名 66名 65名

仏教学科 64名 58名 52名 46名 40名

人文学科 93名 86名 79名 72名 65名

社会学科 40名 40名 40名 40名 40名

計 266名 252名 238名 224名 210名

３　第15条の２の博物館学芸員の課程は、平成12年４月１日第１年次入学生から適

　用する。

附　　則

１  この学則は、平成13年４月１日から施行する。

２　改正後の第３条及び第４条の規定にかかわらず、平成13年３月31日に社会学科に

　在学している学生はなお従前の例による。 

３  改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の平成13年度から平成16年度まで

　の入学定員は、次の表のとおりとする。

　　　入学年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

学科

密教学科 60名 55名 55名 45名

仏教学科 40名 35名 35名 35名

人文学科 70名 60名 50名 50名

社会福祉・社会学科 40名 40名 40名 40名

計 210名 190名 180名 170名

附　　則

この学則は、平成14年４月１日から施行する。

附　　則

１  この学則は、平成15年４月１日から施行する。

２　改正後の第３条及び第４条の規定にかかわらず、平成15年３月31日に人文学科に

　在学している学生はなお従前の例による。

３  仏教学科は学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止する。

４　改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の平成15年度から平成17年度まで

　の収容定員は、次の表のとおりとする。
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　　　入学年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

学科

密教学科 244名 235名 235名

仏教学科 139名 75名 35名

人文学科 223名 130名 60名

日本文化学科 35名 70名 105名

社会学科 40名

社会福祉・社会学科 115名 150名 145名

計 796名 660名 580名

附　　則

この学則は、平成16年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成17年４月１日から施行する。

附　　則

１  この学則は、平成18年４月１日から施行する。

２　改正後の第３条、第４条及び第14条の規定にかかわらず、平成18年３月31日に密

　教学科、日本文化学科及び社会福祉・社会学科に在学している学生はなお従前の例

　による。

３  日本文化学科及び社会福祉・社会学科は学生募集を停止し、在学生の卒業をまっ

　て廃止する。

４　改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の平成18年度から平成20年度まで

　の収容定員は、次の表のとおりとする。

　　入学年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

学科

密教学科 230名 220名 210名

スピリチュアルケア学科 55名 110名 145名

日本文化学科 105名 70名 35名

社会福祉・社会学科 105名 70名 35名

計 495名 470名 425名

附　　則

この学則は、平成19年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成20年４月１日から施行する。

附　　則

この学則は、平成21年４月１日から施行する。

附　　則

１　この学則は、平成22年４月１日から施行する。

２　改正後の第３条及び第４条の規定にかかわらず、平成22年３月31日に在学してい

　る学生はなお従前の例による。

３　スピリチュアルケア学科の学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止する。

４　改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の平成22年度から平成24年度まで

　の収容定員は、次の表のとおりとする。
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　　入学年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

学科

密教学科 200名 200名 200名

スピリチュアルケア学科 145名 110名 55名

計 345名 310名 255名

附　　則

この学則は、平成22年9月1日から施行する。ただし、第25条第1項別表3に規定する学

費については、平成23年4月1日から適用する。

附　　則

この学則は、平成24年4月1日から施行する。

附　　則

この学則は、平成27年4月1日から施行する。

附　　則

この学則は、平成29年4月1日から施行する。

附　　則

１　この学則は、令和2年4月1日から施行する。

２　改正後の第25条第１項別表３の規定にかかわらず、令和2年3月31日に在学してい

　る学生はなお従前の例による。

附　　則

１　この学則は、令和3年4月1日から施行する。

２　改正後の第３条及び第４条の規定にかかわらず、人間学科に令和3年3月31日に

　在学している学生はなお従前の例による。

３　人間学科は学生募集を停止し、在学生の卒業をまって廃止する。

４　改正後の第４条の規定にかかわらず、各学科毎の令和3年度から令和6年度まで

　の収容定員は、次の表のとおりとする。

    　入学年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

学部・学科

密教学科 120名 120名 120名 120名

人間学科 60名 40名 20名 -

教育学科 50名 100名 150名 200名

計 230名 260名 290名 320名

別表１  削除

別表２の１  削除

別表２の２  削除

別表３（第25条第１項関係） 学  費   単位  円

密教学科 入学金 前期授業料 後期授業料 教育充実費 合  計

入学年度 200,000 380,000 380,000 220,000 1,180,000

次年度以降 380,000 380,000 220,000 980,000
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教育学科 入学金 前期授業料 後期授業料 教育充実費 合  計

入学年度 200,000 440,000 440,000 300,000 1,380,000

次年度以降 440,000 440,000 300,000 1,180,000

別表４  （第25条第９項関係）  復学料及び再入学料

　　20,000円

別表５  （第29条第３項関係）  聴講料

　　一科目につき、年額 20,000円

別表６  （第29条の２第４項関係）  受講料

　　一単位につき、10,000円
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高野山大学学位規程（案）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和43年４月１日制定・施行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年４月１日最終改正

（目的）
第１条　この規程は学位規則（昭和28年文部省令第９号）の規定及び高野山大学学則並び

(1) 学士（文学）
(2) 学士（教育学）
３　修士の専攻分野名は、次のとおりとする。
(1) 修士（密教学）
(2) 修士（仏教学）
４　博士の専攻分野名は、次のとおりとする。

に高野山大学大学院学則の規定に基づき、高野山大学（以下「本大学」という。）におい
て授与する学位について、必要な事項を定めることを目的とする。

（学位）
第２条　本大学において授与する学位は学士、修士及び博士とする。
２　学士の専攻分野名は、次のとおりとする。

（修士の学位授与の要件）
第４条　修士の学位は、本大学大学院修士課程に２年以上在学し、所定の専門科目につい
て30単位以上を修得し、かつ学位論文を提出して、その審査及び最終試験に合格した者に
授与する。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者については、修士課
程に１年以上在学すれば足りるものとする。
２　前項の学位論文については、修士課程の目的に応じ適当と認められるときは、特定の

(1) 博士（密教学）
(2) 博士（仏教学）

（学士の学位授与の要件）
第３条　学士の学位は、本大学の学部を卒業した者に授与する。

を提出して、その審査及び最終試験に合格した者に授与する。ただし、在学期間に関して
は、優れた研究業績を上げた者については、博士後期課程に１年以上（修士課程を１年で
修了した者にあっては２年以上）在学すれば足りるものとする。
２　博士後期課程の学位論文は、在学期間中に提出するものとする。
３　博士の学位は、前各項に規定するもののほか、本大学大学院博士課程を経ない者であ
っても、本大学大学院に学位論文を提出して、その審査に合格し、かつ専攻学術に関し、

課題についての研究の成果の審査をもって修士論文の審査に代えることができる。特定の
研究課題の審査方法等は、大学院に関する試験並びに試験実施規程に定める。

（博士の学位授与の要件）
第５条　博士の学位は、修士課程または博士前期課程を修了したのち、本大学大学院博士
後期課程に３年以上在学し、所定の専門科目について12単位以上を修得し、かつ学位論文

（論文提出による学位の授与）
第７条　第５条第３項により、博士の学位論文を提出した者については、この規程の定め
るところにより審査のうえ、学位を授与することができる。

（課程による者の学位論文の提出）
第８条　課程により博士の学位の授与を申請する者は、学位申請書に学位論文３通、履歴

本大学大学院博士課程を経て学位を授与される者と同等以上の学力があることを確認され
た場合は、これを授与することができる。

（課程の修了による学位の授与）
第６条　修士課程及び博士後期課程の修了者については、審査のうえ学位を授与する。

書、論文目録、論文内容要旨を添えて、学長に提出するものとする。
２　学長は前項の学位論文を受理したときは、大学院委員会の審査に付さなければならな
い。

13



３通、履歴書、論文目録、論文内容要旨及び学位審査手数料を添えて、学長に申請するも
のとする。
２　学長は、前項の学位の授与の申請を受理したときは、大学院委員会に審査させる。
３　学位審査手数料は別に定める。

（学位論文）

（課程を経ない者の学位授与の申請）
第９条　第５条第３項の規定により、学位の授与を請求する者は、学位申請書に学位論文

（審査委員）
第12条　大学院委員会は、第８条第２項の規定により学位論文が審査に付されたとき、又
は第９条第２項の規定により学位の審査を命ぜられたときは、大学院委員会を構成する委
員及び大学院担当者のうちから、主査にあたる審査員１名、副査にあたる審査員２名以上
の学位論文審査委員（以下「審査委員」という。）を選出して、その審査を委嘱しなけれ

第10条　学位論文は１編に限る。ただし、参考として、他の論文を添付することができる。
２　審査のため必要があるときは、学位論文の副本、訳本、その他の材料を提出させるこ
とがある。

（学位論文及び学位審査手数料の返付）
第11条　受理した学位論文及び学位審査手数料は、いかなる事由があっても返付しない。

を受理した後、原則として１年以内に、学位を授与できるものか否かを決定できるように
終了するものとする。ただし、事由があるときは、大学院委員会の議を経て、その期間を
延長することができる。

（論文審査の方法）
第14条　第５条第３項の規定により学位の授与を申請した者についての学位論文の審査に

ばならない。
２　学位論文の専門領域によっては、前項の審査委員に加えて副査にあたる審査委員を委
嘱することができる。

（審査期間）
第13条　学位論文の審査、最終試験及び学力の確認は、学位論文、又は学位の授与の申請

する。

（学力の確認）
第16条　第５条第３項の規定による学力の確認は、学位論文に関連ある専攻分野の科目及
び外国語について行うものとする。
２　学力の確認は、前項の規定にかかわらず、大学院委員会が特別の事由があると認めた

あたっては、面接試験を行うものとする。ただし、大学院委員会が特別の事由があると認
めた場合は、面接試験を行わないことがある。

（最終試験）
第15条　第４条及び第５条第１項の規定による最終試験は、学位論文の審査が終った後に
学位論文を中心として、これに関連のある科目について、口述又は筆答により行うものと

（大学院委員会への報告）
第18条　審査委員は、審査が終了したときは、ただちにその結果を大学院委員会に報告し
なければならない。

場合は、学位論文に関連ある専攻分野の科目についてのみ行い、又は別に定めるところに
より行うことができる。

（審査の省略）
第17条　審査委員は、学位論文の審査の結果、不合格と判定したときは、最終試験及び学
力の確認を行わないものとする。
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（大学院委員会の議決）

（学長への報告）
第20条　大学院委員会が、第19条の規定に基づき、学位を授与できる者と議決したとき
は、文書により学長に報告しなければならない。

（学位記の授与）
第21条　学長は第19条の規定による報告に基づいて、第４条及び第５条第１項によるも

第19条　大学院委員会で学位を授与できる者と議決するには、大学院委員会構成員（海外
出張、休職中、その他、大学院委員会がやむを得ない事由があると認めた者を除く）の３
分の２以上の出席を必要とし、かつ、その３分の２以上の賛成がなければならない。
２　大学院委員会は、必要と認めたときは、大学院委員会構成員以外の他大学又は他研究
所の教員を出席させることができる。

月以内にその論文の内容の要旨を公表するものとする。

（学位論文の公表）
第23条　博士の学位を授与された者は、授与された日から１年以内に、その論文を印刷公
表するものとする。ただし、学位を授与される前にすでに印刷公表したときは、この限り
でない。

のについては、それぞれの課程の修了の可否、第５条第３項によるものについては、その
論文の合否について決定し、それぞれ課程の修了、又は論文の合格を決定した者には、学
位記を授与するものとする。不合格者に対しては、その旨本人に通知する。

（論文要旨等の公表）
第22条　本大学は、博士の学位を授与したときは、当該博士の学位を授与した日から３ヶ

第24条　学位を授与された者が、学位の名称を用いるときは、当該学位を授与した本大学
名を付記するものとする。

（学位授与の取消）
第25条　学位を授与された者が、次の各号の１に該当するときは、学長は大学院委員会の
議決を経て、すでに授与した学位を取り消すことができる。

２　前項の規定にかかわらず、博士の学位を授与された者は、やむを得ない事由がある場
合には、本大学の承認を受けて、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものを印刷
公表することができる。この場合、本大学は、その論文の全文を求めに応じて閲覧に供す
るものとする。

（学位の名称）

ヶ月以内に学位授与報告書を文部科学大臣に報告するものとする。

（学位記及び書類）
第27条　学位記及び学位授与申請関係書類の様式は、別表のとおりとする。

附　則

(1)　不正の方法により学位の授与を受けた事実が判明したとき
(2)　学位を授与された者がその名誉を汚辱する行為を行ったとき
２　大学院委員会において、前項の議決を行う場合は、第19条の規定を準用する。

（学位授与の報告）
第26条　本大学において博士の学位を授与したときは、学長は、学位を授与した日から３

この規程は、平成５年４月１日から施行する。

この規程は、昭和43年４月１日から施行する。
附　則
この規程は、昭和51年４月１日から施行する。
附　則
この規程は、平成４年２月18日から施行する。
附　則
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１　この規程は、令和３年４月１日から施行する。
２　この規程の改正に伴い、別表の学位記の元号は令和に読み替える。

附　則
この規程は、平成９年４月１日から施行する。
附　則
この規程は、平成16年４月１日から施行する。
附　則
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第1条 この規程は、高野山大学（以下「本学」という。）学則第14条及び第15条の規定に基づ
き、本学文学部教育学科の卒業に必要な授業科目及び単位数並びに本学文学部教育学科
において取得できる教育職員免許状の種類等、その他の資格等の履修に関し必要な事項
を定めるものとする。

第2条 文学部の教育理念及び教育目的は次のとおりとする。

(1) 教育理念

弘法大師の精神に則り、「いのち」のあらゆる営みを尊び、人間とその環境の共存共生
をはかり、諸民族諸地域の文化を理解し、新しい文化を創造して、社会に貢献する人間
性豊かな人材を育成する。

(2) 教育目的

①生命尊重の精神に基づき、人間の存在と叡知を敬い、文化の諸相を理解する能力を養
う。

②地域社会および生活文化を重視し、その新しい発展に寄与する創造性を養う。

③専門的知識と実践的技能の修得を通して、社会に貢献する人間性を培う。

2 前項の教育理念・教育目的のもとに、教育学科の教育目的は、次のとおりとする。

（１）教育学科の教育目標
文学部の教育理念および教育学科のディプロマ・ポリシーに基づいて、教育学科の教育
目標を以下のように設定する。
①    広い学問教養と新しい時代の教育知識を持つ
②    課題探求力を培い、予測困難な時代に対応できる力を養う
③    教職理解を高め、教育への意欲と愛情の養成、教育実践力の育成
④    教職の学びに加えて、多様な体験学習による人間力の育成
(ア)  様々な人々とのふれあいを通して、コミュニケーション力を身に着ける。
(イ)  多様な体験から、相手の立場を理解し、思いを受け止めることができる。
(ウ)  仲間と共同してものごとを完成させることができる
(エ)  困難に遭遇しても、くじけずにやり遂げられる力を身につける
(オ)  学び続ける力を育む
⑤    WEBを利用した英語力の育成と、海外での教育事情視察による国際的視野の獲得
⑥    環境や地域貢献などに関する知識と広い視野、地域の各種団体との連携活動によ
る実践的知識・技能や集団での行動力の獲得
⑦    心理ケアへの理解を深め、ケアに関わる知識や能力の育成

第3条 教育学科の卒業に必要な授業科目及び単位数は必修科目94単位、選択科目30単位、合計
124単位以上を別表Ⅰにより修得しなければならない。

高野山大学文学部教育学科履修規程(案)

令和3年4月1日制定・施行

（趣旨）

（教育理念及び教育目的）

（卒業に必要な授業科目及び単位）
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第4条 毎年度開設する授業科目及び単位数については別表Ⅰによるほか、年度当初に公示す
る。

第5条 授業科目の受講登録については、所定の手続を行わなければならない。

第6条 別表Ⅰに掲げる授業科目は、原則として当該科目指定の年次に履修するものとする。指
定された年次に履修できなかった場合は、卒業するまでに履修することができる。

第7条 転学科は原則として認めない。

2 当該学科に欠員又は退学等による在籍学生数に著しい変更がある場合に限り、第1年次
修了時30単位以上、第2年次修了時60単位以上で、GPA2.0以上で認める場合がある。そ
の場合は選考して決定する。

第8条 本学に編入学した場合は、編入学前の大学等における修得単位を本学の修得単位として
審査の上認定することができる。単位認定の取り扱いは「高野山大学文学部教育学科履
修規程・細則」に定める。

第9条 本学において取得できる教育職員免許状の種類及び教育職員免許状の取得に必要な授業
科目・単位数は、別表Ⅱのとおりとする。

第10条 保育士資格の取得に必要な授業科目及び単位数は別表Ⅲのとおりとする。

第11条 社会福祉主事任用資格の取得に必要な授業科目及び単位数は、別表Ⅳのとおりとする。

第12条 この規程の運用について必要な事項は「高野山大学文学部教育学科履修規程・細則」に
よる。

2 この規程に係る主管は教育学科事務室とする。

3 この規程の改廃は教授会の議を経るものとする。

附則

1 この規程は、高野山大学履修規程から分離・制定する。

2 この規定は、令和3年4月1日から施行する。

（開設授業科目及び単位数の公示）

（受講登録）

（履修年次等の指定）

（転学科）

（編入学）

（教育職員免許状の種類等）

（保育士資格）

（社会福祉主事任用資格）

（その他）
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別表Ⅰ　文学部教育学科

備考の「半期」｢通年｣「前期」「後期」「1/4期」は授業科目の単位換算期間。

科目名 単位数 必／選
配当
年次

開講期 注記
児童教育
コース

幼児教育
コース

建学の精神 空海の思想入門 2 必 1年次 半期
基礎ゼミⅠ 2 必 1年次 半期
基礎ゼミⅡ 2 必 1年次 半期
基礎ゼミⅢ 2 必 2年次 半期
基礎ゼミⅣ 2 必 2年次 半期

94 English communicationⅠ 2 必 1年次 通年
English communicationⅡ 2 必 2年次 通年
キャリアデザインⅠ 2 必 1年次 半期
キャリアデザインⅡ 2 必 2年次 半期
ほとけの世界 2 必 1年次 半期
日本国憲法 2 必 1年次 半期
情報と教育 2 必 1年次 半期
生涯学習論 2 必 3年次 半期
平和教育 2 必 3年次 半期
人権と社会 2 必 3年次 半期
教育原理 2 必 1年次 半期
教職入門 2 必 1年次 半期
教育と社会 2 必 2年次 半期
教育心理学 2 必 2年次 半期
特別支援教育 2 必 2年次 半期
教育方法論 2 必 3年次 半期
教育相談 2 必 2年次 半期
国語科内容論 2 選必 1年次 半期 ◎
社会科内容論 2 選必 1年次 半期 ◎
算数科内容論 2 選必 2年次 半期 ◎
理科内容論 2 選必 1年次 半期 ◎
生活科内容論 2 選必 2年次 半期 ◎
音楽科内容論 2 選必 1年次 半期 ◎
図画工作科内容論 2 選必 2年次 半期 ◎
家庭科内容論 2 選必 1年次 半期 ◎
体育科内容論 2 選必 2年次 半期 ◎
初等英語科内容論 2 選必 1年次 半期 ◎
国語科指導法 2 選必 2年次 半期 ◎
社会科指導法 2 選必 2年次 半期 ◎
算数科指導法 2 選必 3年次 半期 ◎
理科指導法 2 選必 2年次 半期 ◎
生活科指導法 2 選必 3年次 半期 ◎
音楽科指導法 2 選必 2年次 半期 ◎
図画工作科指導法 2 選必 3年次 半期 ◎
家庭科指導法 2 選必 2年次 半期 ◎
体育科指導法 2 選必 3年次 半期 ◎
初等英語科指導法 2 選必 2年次 半期 ◎
授業実践研究Ⅰ(初等教材開発) 2 選必 2年次 半期 ◎
授業実践研究Ⅱ(理科実験開発) 2 選必 2年次 半期 ◎
音楽Ⅰ(表現技法) 1 選必 1年次 半期 ◎
音楽Ⅱ(表現技法) 1 選必 2年次 半期 ◎
幼児と健康 2 選必 1年次 半期 ◎
幼児と人間関係 2 選必 1年次 半期 ◎
幼児と環境 2 選必 2年次 半期 ◎
幼児と言葉 2 選必 2年次 半期 ◎
幼児と表現 2 選必 2年次 半期 ◎
保育内容の指導法(健康) 2 選必 3年次 半期 ◎
保育内容の指導法(人間関係) 2 選必 3年次 半期 ◎
保育内容の指導法(環境) 2 選必 3年次 半期 ◎
保育内容の指導法(言葉) 2 選必 3年次 半期 ◎
保育内容の指導法(造形表現) 2 選必 3年次 半期 ◎
保育内容の指導法(音楽表現) 2 選必 3年次 半期 ◎

◎コースでの履修が望ましい選択科目　

区分

必
修
科
目

単
位

専
門
科
目

基礎ゼミ科
目

外国語コ
ミュニケー
キャリア科
目

教養科目

教職専門科
目

小学校教諭
関係科目

幼稚園教諭
関係科目

基
礎
科
目

　　20単位
　選択必修

理
論
的
科
目
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地域体験基礎 2 必 1年次 半期
科学技術と社会 2 選必 1年次 半期
植物栽培の基本 2 選必 1年次 半期
自然と人間 2 選必 1年次 半期
日本文化 2 選必 1年次 半期

94 文学 2 選必 1年次 半期
創作研究 2 選必 1年次 半期
茶道 2 選必 1年次 半期
書学入門(書道) 2 選必 1年次 半期 ◎
地域体験特論 2 選必 2年次 半期
学校・保育現場体験Ⅰ 2 必 1年次 通年
学校・保育現場体験Ⅱ 2 必 2年次 通年
地域体験Ⅰ 1 必 1年次 通年
地域体験Ⅱ 1 必 1年次 通年
地域体験Ⅲ 1 必 2年次 通年
地域体験Ⅳ 1 必 2年次 通年
専門基礎演習Ⅰ 2 必 3年次 半期
専門基礎演習Ⅱ 2 必 3年次 半期
専門演習Ⅰ 2 必 4年次 半期
専門演習Ⅱ 2 必 4年次 半期
卒業研究 8 必 4年次 通年

科目名 単位数 必／選
配当
年次

開講期 注記
児童教育
コース

幼児教育
コース

English communicationⅢ 2 選 3年次 通年
高野山国際ガイド体験 1 選 2年次 集中
中国語 2 選 2年次 通年

キャリア科 キャリアデザインⅢ 2 選 3年次 半期
体育の理論と実技 2 選 1年次 半期 ◎ ◎

30 AIと世界 2 選 1年次 半期
世界遺産と観光 2 選 1年次 集中
死生観 2 選 3年次 半期
身体技法(ダンス) 1 選 1年次 半期
常用経典 2 選 3年次 集中
声明 2 選 3年次 集中
法式 2 選 3年次 集中
布教 2 選 3年次 集中
教育課程論 2 選 2年次 半期 ◎
保育教育課程論 2 選 3年次 半期 ◎
道徳教育の理論と方法 2 選 2年次 半期 ◎
総合的な学習の時間の指導法 2 選 3年次 半期 ◎
特別活動の指導法 2 選 3年次 半期 ◎
生徒指導論 2 選 2年次 半期 ◎
幼児理解方法論 2 選 1年次 半期 ◎
進路指導・キャリア教育 2 選 2年次 半期 ◎
教師力養成特講Ⅰ(HRマネジメント) 2 選 3年次 半期 ◎
教師力養成特講Ⅱ(学校理解) 2 選 3年次 半期 ◎
教職とICT 2 選 3年次 半期 ◎
保育原理 2 選 2年次 半期 ◎
子ども家庭福祉 2 選 2年次 半期 ◎
社会福祉論 2 選 1年次 半期 ◎
子ども家庭支援論 2 選 3年次 半期 ◎
社会的養護Ⅰ 2 選 3年次 半期 ◎
保育者論 2 選 1年次 半期 ◎
保育の心理学 2 選 2年次 半期 ◎
子ども家庭支援の心理学 2 選 2年次 半期 ◎
子どもの保健 2 選 1年次 半期 ◎
子どもの食と栄養 2 選 3年次 半期 ◎
保育内容総論 2 選 3年次 半期 ◎
乳児保育Ⅰ 2 選 2年次 半期 ◎
乳児保育Ⅱ 2 選 2年次 半期 ◎
子どもの健康と安全 2 選 2年次 半期 ◎
障害児保育 2 選 1年次 半期 ◎
社会的養護Ⅱ 2 選 3年次 半期 ◎
子育て支援 2 選 3年次 半期 ◎
表現技術(ピアノ) 2 選 2年次 半期 ◎
表現技術(造形) 2 選 2年次 半期 ◎

区分

必
修
科
目

単
位

選
択
科
目

単
位

専
門
科
目

専
門
科
目

体験サポー
ト科目

体験実習科
目

外国語コ
ミュニケー
ション科目

教養科目

教職専門科
目

保育士関係
科目

課題探求科目

　4単位
　選択必修

基
礎
科
目

理
論
的
科
目

体
験
的
科
目

理
論
的
科
目
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発達心理学 2 選 2年次 半期
カウンセリング論 2 選 2年次 半期
学校臨床心理学 2 選 2年次 半期
心理身体論Ⅰ 2 選 3年次 半期
心理身体論Ⅱ 2 選 3年次 半期

30 教育実習Ⅰ(小) 4 選 3年次 通年 ◎
教育実習Ⅱ(幼1) 2 選 3年次 通年 ◎
教育実習Ⅲ(幼2) 2 選 4年次 通年 ◎
保育実習Ⅰ(保育所) 2 選 3年次 通年 ◎
保育実習Ⅰ(福祉施設) 2 選 3年次 通年 ◎
保育実習Ⅱ 2 選 4年次 通年 ◎
保育実習Ⅲ 2 選 4年次 通年 ◎
教育実習の研究Ⅰ(小・事前事後指導) 1 選 3年次 通年 ◎
教育実習の研究Ⅱ(幼1・事前事後指導) 1 選 3年次 通年 ◎
教育実習の研究Ⅲ(幼2・事前事後指導) 1 選 4年次 通年 ◎
保育実習指導Ⅰ(保育所) 1 選 3年次 通年 ◎
保育実習指導Ⅰ(福祉施設) 1 選 3年次 通年 ◎
保育実習指導Ⅱ 1 選 4年次 通年 ◎
保育実習指導Ⅲ 1 選 4年次 通年 ◎
学校・保育現場ボランティア 1 選 3年次 通年
地域体験ボランティア 1 選 3年次 通年
海外留学体験 4 選 2年次 通年
教職実践演習(幼・小) 2 選 4年次 半期 ◎ ◎
保育実践演習 2 選 4年次 半期 ◎

選
択
科
目

単
位

課題探求科目

体
験
的
科
目

心理関係科
目

体験実習科
目

教育実習科
目

専
門
科
目

理
論
的
科
目
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学
科

教
科

種
類 免許法科目名・単位数

幼一種
必要単位

小一種
必要単位

2 2

2 2

社会 2 2

算数 2 2

理科 2 2

生活 2 2

音楽 2 2

図画工作 2 2

家庭 2 2

体育 2 2

外国語 2 2

国語(書写を含む。) 2 2

社会 2 2

算数 2 2

理科 2 2

生活 2 2

音楽 2 2

図画工作 2 2

家庭 2 2

体育 2 2

外国語 2 2

健康 2 2

人間関係 2 2

環境 2 2

言葉 2 2

表現 2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

書学入門(書道)

社会科内容論

算数科内容論

理科内容論

生活科内容論

音楽科内容論

別表Ⅱ  教育職員免許状の取得に必要な授業科目及び単位数
1．教科及び教科の指導法に関する科目

科
目

区
分

本学の科目名・必要単位数

教
育
学
科

小
学
校
一
種

教
科
及
び
教
科
の
指
導
法
に
関
す
る
科
目

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項

国語(書写を含む。)
国語科内容論

42単位　必修

22単位　必修

音楽科指導法

図画工作科指導法

家庭科指導法

体育科指導法

初等英語科指導法

図画工作科内容論

家庭科内容論

体育科内容論

初等英語科内容論
各
教
科
の
指
導
法

(

情
報
機
器
及
び

教
材
の
活
用
を
含
む

国語科指導法

社会科指導法

算数科指導法

理科指導法

生活科指導法

保育内容の指導法(人間関係)

保育内容の指導法(環境)

保育内容の指導法(言葉)

保育内容の指導法(造形表現)

保育内容の指導法(音楽表現)

幼
稚
園
一
種

領
域
及
び
保
育
内
容
の
指
導
法
に
関

す
る
科
目

領
域
に
関
す
る
専

門
的
事
項

幼児と健康

幼児と人間関係

幼児と環境

幼児と言葉

幼児と表現

保育内容の指導法(情報機器及び
教材の活用を含む。)

保育内容の指導法(健康)
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学
科

種
類

科
目

区
分

単位
幼一種

必要単位
小一種

必要単位

2 2

2 2

2 2

2 2

2 2

2 -

- 2

- 2

- 2

- 2

2 2

2 -

- 2

2 2

- 2

教育原理

教職の意義及び教員の役割・職務
内容（チーム学校への対応を含
む。）

教職入門

教育に関する社会的、制度的又は
経営的事項（学校と地域との連携
及び学校安全への対応を含む。）

教育と社会

幼児、児童及び生徒の心身の発達
及び学習の過程

教育心理学

2．教育の基礎的理解に関する科目他                                          

免許法施行規則に定める科目区分等

各科目に含める必要事項 本学の授業科目名

教
育
学
科

幼
稚
園
・
小
学
校
　
一
種

教
育
の
基
礎
的
理
解
に
関
す
る
科
目

教育の理念並びに教育に関する歴
史及び思想

10

特別の支援を必要とする幼児、児
童及び生徒に対する理解

特別支援教育

教育課程の意義及び編成の方法
（カリキュラム・マネジメントを
含む。）

保育教育課程論

教育課程論

道
徳
、

総
合
的
な
学
習
の
時
間
等
の
指
導
法
及
び
生
徒
指
導
、

教
育

相
談
等
に
関
す
る
科
目

道徳の理論及び指導法

幼4
小10

道徳教育の理論と方法

総合的な学習の時間の指導法

生徒指導の理論及び方法
進路指導及びキャリア教育の理論
及び方法

生徒指導論

教育相談（カウンセリングに関す
る基礎的な知識を含む。）の理論
及び方法

教育相談

進路指導及びキャリア教育の理論
及び方法

進路指導・キャリア教育

総合的な学習の時間
の指導法

特別活動の指導法 特別活動の指導法

教育の方法及び技術（情報機器及
び教材の活用を含む。）

教育方法論

幼児理解の理論及び方法 幼児理解方法論
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- 4

2 -

2 -

- 1

1 -

1 -

- -

2 2 2

21 26
27 33

幼一種
必要単位

小一種
必要単位

- 2

- 2

1 1

1 1

2 2

2 2

1 1

4
4

幼一種
必要単位

小一種
必要単位

2 2

2 2

2 2

2 2

4．介護等体験について

小学校の教育職員免許状を取得するには、7日間の介護等体験を受けなければならない。

・特別支援学校で2日間

・社会福祉施設で5日間

教育実習の研究Ⅲ
(幼2・事前事後指導)

学校体験活動 -

教職実践演習 教職実践演習(幼・小)

幼稚園 必修

教
育
学
科

幼
稚
園
・
小
学
校
　
一
種

教
育
実
践
に
関
す
る
科
目

教育実習

5

教育実習Ⅰ(小)

教育実習Ⅱ(幼1)

教育実習Ⅲ(幼2)

教育実習の研究Ⅰ
(小・事前事後指導)

教育実習の研究Ⅱ
(幼1・事前事後指導)

学校・保育現場体験Ⅱ

学校・保育現場ボランティア

必修
必修

3.教職基礎科目

小学校 必修

科目区分 本学の授業科目名

大学が独自に設定する科目

右の科目から4単位以上取得すること。

授業実践研究Ⅰ
(初等教材開発)

授業実践研究Ⅱ
(理科実験開発)

音楽Ⅰ(表現技法)

音楽Ⅱ(表現技法)

学校・保育現場体験Ⅰ

情報と教育

免許法施行規則に定める科目区分 本学の科目名

教
育
学
科

日本国憲法 日本国憲法

体育 体育の理論と実技

外国語コミュニケーション English communicationⅠ

情報機器の操作
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系列 教科目 単位数 本学の科目名 必要単位数 備考

ほとけの世界 2

日本国憲法 2

情報と教育 2

生涯学習論 2

平和教育 2

人権と社会 2

English CommunicationⅠ 2

English CommunicationⅡ 2

2 体育の理論と実技 2

6以上 計 18

系列 教科目 単位数 本学の科目名 必要単位数 備考

保育原理 2 保育原理 2

教育原理 2 教育原理 2

子ども家庭福祉 2 子ども家庭福祉 2

社会福祉 2 社会福祉論 2

子ども家庭支援論 2 子ども家庭支援論 2

社会的養護Ⅰ 2 社会的養護Ⅰ 2

保育者論 2 保育者論 2

保育の心理学 2 保育の心理学 2

子ども家庭支援の心理学 2 子ども家庭支援の心理学 2

子どもの理解と援助 1 幼児理解方法論 2

子どもの保健 2 子どもの保健 2

子どもの食と栄養 2 子どもの食と栄養 2

保育の計画と評価 2 保育教育課程論 2

保育内容総論 1 保育内容総論 2

保育内容の指導法(健康) 2

保育内容の指導法(人間関係) 2

保育内容の指導法(環境) 2

保育内容の指導法(言葉) 2

保育内容の指導法(造形表現) 2

保育内容の指導法(音楽表現) 2

幼児と健康 2

幼児と人間関係 2

幼児と環境 2

幼児と言葉 2

幼児と表現 2

乳児保育Ⅰ 2 乳児保育Ⅰ 2

乳児保育Ⅱ 1 乳児保育Ⅱ 2

子どもの健康と安全 1 子どもの健康と安全 2

障害児保育 2 障害児保育 2

社会的養護Ⅱ 1 社会的養護Ⅱ 2

子育て支援 1 子育て支援 2

保育実習Ⅰ(保育所) 2

保育実習Ⅰ(福祉施設) 2

保育実習指導Ⅰ(保育所) 1

保育実習指導Ⅰ(福祉施設) 1
総
合

演
習 保育実践演習 2 保育実践演習 2

計 51 計 70

別表Ⅲ　保育士資格取得に必要な授業科目及び単位数

1.告示による教科目

計

2.告示別表1による教科目

6以上

2

5

4

4

外国語、体育以外の科目

保育内容演習

保育内容の理解と方法

保育実習Ⅰ

保育実習指導Ⅰ

教
養
科
目

保
育
の
本
質
・
目
的

に
関
す
る
科
目

保
育
の
対
象
の
理
解
に

関
す
る
科
目

保
育
の
内
容
・
方
法
に
関
す
る
科
目

保
育
実
習 2
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系列 教科目 単位数 本学の科目名 必要単位数 備考

特別支援教育 2

表現技術(ピアノ) 2

表現技術(造形) 2

身体技法(ダンス) 1

音楽Ⅰ(表現技法) 1

音楽Ⅱ(表現技法) 1

音楽科内容論 2

図画工作科内容論 2

体育科内容論 2

保育実習Ⅱ 2

保育実習Ⅲ 2

保育実習指導Ⅱ 1

保育実習指導Ⅲ 1

計 9以上 必修 計 9

別表Ⅳ  社会福祉主事任用資格に必要な授業科目及び単位数

　次の授業科目の中から3科目以上履修しなければならない。

指定科目名 単位 履修年次

1 社会福祉概論 2 1年次

2 児童福祉論 2 2年次

3 保育理論 2 2年次

4 法学 2 1年次

5 教育学 2 1年次

　6単位以
上

　選択必修

保育実習Ⅱ及
び保育実習指
導Ⅱ、または
保育実習Ⅲ及
び保育実習指
導Ⅲ必修

6以上

3.告示別表2による教科目

日本国憲法

教育原理

保
育
の
本
質
・
目
的
/
保
育
の
対

象
の
理
解
/
保
育
の
内
容
・
方
法

に
関
す
る
科
目

保
育
実
習

各指定保育士養成施設に
おいて設定

保育実習Ⅱ又は保育実習
Ⅲ

教育学科開講科目名

社会福祉論

子ども家庭福祉

保育原理

保育実習指導Ⅱ又は保育
実習指導Ⅲ

2

1
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（会議の成立）

第６条　学部・学科教授会は構成員の過半数の出席をもって成立する。

２　教育職員の採用、昇任については、高野山大学教員任用規程による。

第５条　学部・学科教授会は学長が招集し、その議長となる。ただし、学長が差支えある

ときは、副学長又は学長から指名された者が議長となる。

２　学部教授会は、学長が必要と認めたときに開催するものとする。

（会議の招集及び議長）

（会議の開催）

第４条　学科教授会は、原則として毎月１回開催するものとする。ただし、学長が必要と

認めたとき又は構成員の過半数の要請があったときは臨時に開催するものとする。

２　前項第１号から第４号の事項については、理事会へ意見具申の上、理事会の決定に

より行うものとする。

（8）試験及び成績に関する事項

（9）別科に関する事項

(10）その他本学の教育研究に関する重要事項及び学長から諮問された事項

（5）教育課程の編成に関する事項

（6）学生の入学、退学、休学、留学、卒業、その他学生の身分に関する事項

（7）学生の厚生補導及び賞罰に関する事項

（2）学科、専攻並びに教育及び研究に関する組織の設置、廃止に関する事項

（3）教育職員の人事及びＦＤに関する事項

（4）収容定員に関する事項

第３条　教授会(学部・学科の教授会を含む。）（以下「学部・学科教授会」という。）は、

学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。

（1）学則その他教育研究に関する重要な規則、規程の制定、改廃に関する事項

３　学長は、必要に応じ、構成員以外の者を出席させることができる。

（審議事項）

第２条　教授会は、学部・学科ごとに置くことができるものとし、その構成員は学長及び

学部・学科の専任の教授、准教授、講師（以下「構成員」という。）をもって構成する。

２　本部長は、常時出席するものとする。

という。）の教授会に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

高野山大学教授会規程（案）

（趣旨）

第１条　この規程は、高野山大学学則第９条第２項の規定に基づき、高野山大学（以下「本学」

平成８年９月１日制定・施行

令和３年４月１日最終改正
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この規程は、平成27年6月17日から施行する。

附　則

この規程は、令和３年４月１日から施行する。

附　則

この規程は、平成22年９月１日から施行する。

附　則　

この規程は、平成19年４月１日から施行する。

附　則　

この規程は、平成20年４月１日から施行する。

附　則　

この規程は、平成８年９月１日から施行する。

附　則

第12条　この規程に定めるもののほか、学部・学科教授会の運営に関し必要な細則は、

学部・学科教授会が定める。

を聴くことができる。

（細則）

（改廃）

第11条　この規程の改廃は学長が行う。改廃に際して、学長は学部・学科教授会の意見

第10条　学部・学科教授会の議事は、その要旨を記録し、議事要旨として学長、副学長

及び学長の指名する２人の署名人がこれに署名し、各教務担当部署において保管する。

２　教授会の議事要旨は、構成員の請求があれば閲覧させなければならない。

３　委員会等に関し必要な事項は、別に定める。

（記録）

第９条　学長は、学部・学科教授会の運営に関し、必要があれば、委員会等を置くことが

できる。

２　委員会等の委員は、学長が任命する。

よる。

（委員会等の設置）

（学長選考会員の互選）

第８条　高野山大学学長候補者選考規程第３条並びに第４条に定める学長候補者推薦委

員の選出については、高野山大学学長候補者選考規程及び高野山大学選挙施行規程に

２　学部・学科教授会の議決の方法は、必要に応じ、挙手又は無記名投票による。可否

同数のときは、議長が決するところによる。

（議決）

第７条　学部・学科教授会の議決は、構成員出席者の過半数の同意による。
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